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空家等管理活用支援法人の指定等の手引き  

 

 

はじ めに 

 

令和５ 年（ 2023 年） ６ 月 14 日に改正法が公布さ れ、 同年 12 月 13 日に施行さ れるこ と と なっ

た空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号。 以下「 法」 と いいます。） に

おいて、 新たに空家等管理活用支援法人（ 以下「 支援法人」 と いいます。） に係る制度が創設さ れ

まし た。  

こ の制度の狙いは、 指定により 、 民間法人が公的立場から 活動し やすい環境を整備し 、 空家等

対策に取り 組む市町村（ 特別区を含みます。 以下同じ 。） の補完的な役割を果たし ていく こ と にあ

り ます。  

本手引き は、 各市町村が支援法人の指定等を行う にあたっ ての基本的な考え方や、 審査の基準

を含む事務取扱要綱（ 例） を示すこ と で、 各市町村における業務の適切な実施の一助と なるこ と

を期待するも のです。  

本手引き は、 今後、 支援法人に係る制度の運用に伴う 事例等の集積を踏まえ、 適宜見直し てい

く こ と と し ます。  

 

第１ 章 支援法人の業務と 要件等 

 

（ １ ） 支援法人は、 法において以下の業務を 行う も のと さ れています。 また、 市町村のニーズに

応じ て、 一部の業務のみ実施するも のも 指定の対象にするこ と ができます。【 法第 24 条】  

① 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を 行おう と する 者に対する当該空家等の管

理又は活用の方法に関する 情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその

活用を図るために必要な援助 

② 委託に基づく 、 定期的な空家等の状態の確認、 空家等の活用のために行う 改修その他の空家

等の管理又は活用のため必要な事業又は事務 

③ 委託に基づく 、 空家等の所有者等の探索 

④ 空家等の管理又は活用に関する調査研究 

⑤ 空家等の管理又は活用に関する普及啓発 

⑥ その他の空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務 

 

（ ２ ） 支援法人は、（ １ ） の業務の遂行のため必要がある場合等において、 以下の請求等を市町村

に対し て行う こ と ができます。  

① 業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要がある場合 

空家等の所有者等に関する情報（ 以下「 所有者等関連情報」 と いいます。） の提供の請求【 法

第 26 条第 2 項】  

② 業務を行う ために必要があると 認める場合 
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空家等対策計画の作成・ 変更の提案【 法第 27 条第１ 項】  

③ 空家等の適切な管理のため特に必要があると 認める場合 

法第 14 条各項の請求（ 裁判所に対する財産管理人等の選任請求） の要請【 法第 28 条第１

項】  

 

（ ３ ） 支援法人の指定を受けるこ と ができ るのは、 以下の法人であっ て、（ １ ） に記載し た業務を

適正かつ確実に行う こ と ができ ると 認めら れるも のです。【 法第 23 条第１ 項】  

① 特定非営利活動促進法（ 平成 10 年法律第７ 号） 第２ 条第２ 項に規定する特定非営利活動法

人 

② 一般社団法人（ 公益社団法人を含みます。）  

③ 一般財団法人（ 公益財団法人を含みます。）  

④ 空家等の管理又は活用を図る活動を 行う こ と を目的と する会社 

支援法人は、 契約や財産の保有を 行う こ と 等も 想定さ れる こ と から 、 権利及び義務の主体と

なれるよう 、 法人格を 有するこ と が必要と さ れています。  

 

具体的には、 例えば以下のよう な法人が、 支援法人と し て活動する こ と が期待さ れます。  

・  所有者等の依頼に応じ て空家等の活用等に関する業務を行う 地域の専門家（ 建築士、 宅地建

物取引業、 不動産鑑定士等） の団体 

・  相続・ 登記などの法務その他の専門家（ 弁護士、 司法書士、 行政書士、 土地家屋調査士、 社

会福祉士等） による団体 

・  空家等の活用等に密接に関連するまちづく り 、 地域活性化、 移住・ 定住等を 目的と する事業

に取り 組む法人 

・  定期的に家屋を訪問する業務と 併せて、 所有者等の依頼に応じ て空家等の管理を行う 法人 

・  こ れら の専門家等により 構成さ れ、 又はこ れら の専門家等と の連携体制を構築し 、 ワンスト

ッ プで空家等の管理・ 活用に取り 組む法人 

 

また、 すでに市町村が協定等を締結し ている 法人、 市町村から 業務を受託し ている法人のほ

か、 次の法令に基づく 指定法人であっ て、 空家等の管理・ 活用に関する事業に取り 組むも のも

支援法人と し て活動するこ と が期待さ れます。  

・  所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（ 平成 30 年法律第 49 号） 第 47 条第

１ 項に規定する所有者不明土地利用円滑化等推進法人 

※ 空家等や所有者不明土地を含む空き 地は、 地域において混在し ており 、 課題や対策も

共通するこ と から 、 所有者探索、 活用の促進、 管理の適正化等について一体的に取り 組

まれるこ と で両対策の円滑化・ 効率化が期待さ れます。  

・  都市再生特別措置法（ 平成 14 年法律第 22 号） 第 118 条第１ 項に規定する都市再生推進法人 

・  地域再生法（ 平成 17 年法律第 24 号） 第 19 条第１ 項に規定する地域再生推進法人 

・  住宅確保要配慮者に対する 賃貸住宅の供給の促進に関する法律（ 平成 19 年法律第 112 号）

第 40 条第１ 項に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人 
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そのため、 必要に応じ て、 こ う し た法人制度を所管する部局等と の連携を図るこ と が望まし

いと 考えら れます。  

 

第２ 章 支援法人の指定手続等 

 

（ １ ） 市町村長（ 特別区の区長を含みます。 以下同じ 。） は、 第１ 章（ ３ ） に該当する法人であっ

て、 同章（ １ ） の業務を適正かつ確実に行う こ と ができ る と 認めら れるも のを、 その申請に

より 、 支援法人と し て指定するこ と ができ ます。【 法第 23 条第１ 項】  

 

（ ２ ） 支援法人の指定は、 市町村長の裁量で行います。 具体的には、 以下のよう な手続と する こ

と が考えら れます。  

① 支援法人の指定の方針等の明示 

支援法人制度の運用にあたっ ては、指定を受けよう と する法人（ 申請をし よう と する法人）

のために、 市町村と し て求める支援法人の業務など、 指定の方針を 明ら かにし ておく こ と が

重要です。  

まずは、 市町村における空家等の管理・ 活用に係る施策を 外部に補完し ても ら う 必要性に

応じ て、 第１ 章（ １ ） に掲げる業務の種別など、 市町村と し て求める支援法人の業務を明確

に示すこ と が重要です。 こ の場合、 支援法人を指定し なく ても 当該市町村が自ら 空家等の所

有者等に対する 相談対応等を 行う こ と ができ ると 判断する 場合は、 当該業務に関し て法人を

指定し ないこ と も 可能ですが、「 当市町村では、 市町村において○○の業務を 行う こ と ができ

るため、 当該業務に関し 支援法人は指定し ないこ と と する 」 など、 方針を明ら かにするこ と

が重要です。  

次に、 空家等の管理・ 活用を 進める上では、 所有者等や活用希望者に寄り 添っ た丁寧な相

談や、 所有者等の多様なニーズに応じ たマッ チング等が行われるために必要な数の支援法人

が指定さ れるこ と が望まし いと 考えら れます。 一方で、 第１ 章（ １ ） に掲げる業務の種別に

よっ ては、 市町村の実情に照ら し て、 指定する法人を一つに限るこ と も 想定さ れますが、 そ

の際には、 公平性の観点にも 留意し ながら 、 複数の支援法人の指定により 業務の適正かつ確

実な実施が確保でき なく なるか等を検討し た上で、 合理的にその理由を 説明すべき と 考えら

れます。  

こ のほか、指定の有効期間を 定めるこ と も 考えら れます。指定の有効期間を 定める場合は、

あら かじ めそのこ と を 明ら かにし ておく こ と が適切です。  

こ う し た指定の方針等は、 事務取扱要綱等において明ら かにし ておく こ と が必要です。  

 

② 指定を受けよう と する法人から の申請 

指定を受けよう と する法人から の申請の際に求める書類は、 ③で述べる 審査に必要な情報

が得ら れるよう 、 その内容や様式を市町村が定めます。  

具体的には、 法人の活動目的・ 内容が支援法人制度の趣旨・ 目的に合致し ているかや、 市

町村の求める業務を適正かつ確実に行う こ と ができ る体制を法人が備えているかなど、 ③で
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述べる事項等を審査するため、 以下のよう な書類の提出を求めるこ と が考えら れます。  

なお、 申請後の書類の手戻り の防止や、 指定の方針等を巡る市町村と 法人と の認識の共有

等を 図るため、 指定を受けよう と する法人に対し て、 申請前に市町村にあら かじ め相談をす

るよう 周知等するこ と も 考えら れます。  

 

【 申請にあたっ て提出を求める書類の例】   

○定款 

○登記事項証明書 

○役員の氏名、 住所及び略歴を記載し た書面 

○法人の組織及び沿革を記載し た書面並びに事務分担（ 法人の各部署が担当する業務内容等）

を記載し た書面 

○前事業年度の事業報告書、 収支決算書及び貸借対照表 

○当該事業年度の事業計画書及び収支予算書 

○こ れまでの空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載し た書面 

※ 法人のウェ ブサイ ト 、 会報、 パンフ レッ ト 、 議事録等でも 可 

○法第 24 条各号に規定する業務（ の一部） に関する計画書 

※ 関係する行政機関や民間団体等と の連携・ 調整の状況（ 例えば、 事業と し て空家等の

売買を 計画し ている場合は、 専門家等と の連携・ 調整の状況） も 記載するこ と が考えら

れる。  

 

③ 支援法人の審査  

支援法人を 指定する際の審査にあたっ ての基準は、 市町村が独自に定めるも のですが、 例

えば、 業務を適正かつ確実に行う こ と ができ るか否かを審査するため、 以下のよう な事項が

考えら れます。 こ う し た内容を事務取扱要綱等に記載し 、 ウェ ブサイ ト への掲載、 申請の提

出先と なる事務所における備付けなど、 適当な方法により 公にする こ と が必要です。  

 

【 法人の基本的な要件】  

○特定非営利活動法人、 一般社団法人若し く は一般財団法人又は会社のいずれかの法人格を

有するこ と  

※ 上記のう ち、 会社の場合は、 法第 23 条第１ 項のと おり 、「 空家等の管理又は活用を図

る活動を行う こ と を目的と する」 も のである必要があり ます。 こ のため、 例えば、 単に

申請者である法人の業務において空家等の管理や活用を扱っ ていると いう だけでなく 、

定款等により 活動目的を審査するこ と が考えら れます。  

○過去に指定を取り 消さ れ、 その取消し の日から ○年を経過し ない者でないこ と  

○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第２ 条第６ 号に

規定する 暴力団員又は同号に規定する 暴力団員でなく なっ た日から ○年を 経過し ない者

（ 以下「 暴力団員等」 と いいます。） がその事業活動を支配するも のでないこ と 。  

○役員のう ちに次のいずれかに該当する者がないこ と  
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・ 未成年者（ 又は未成年者の法定代理人が次のいずれかに該当する者）  

・ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

・ 禁錮以上の刑に処せら れ、 その刑の執行を 終わり 、 又は刑の執行を受けるこ と がなく な

っ た日から ○年を経過し ない者 

・ 心身の故障により 業務を適正に遂行するこ と ができ ない者 

・ 暴力団員等 

 

【 法人の業務の適切さ 】  

○申請者が支援法人と し て行おう と する業務の方法が適切なも のであるこ と  

 

【 法人の業務体制】  

○支援法人と し て業務を行う に足る専門性を有し ているこ と  

※ すでに空家等の管理・ 活用に関する活動実績があるこ と をも っ て審査するこ と も 考え

ら れます。  

※ 関係する専門家等と 連携し た活動ができ るこ と を も っ て審査するこ と も 考えら れます。

例えば、 申請者が支援法人と し て行おう と する業務が、 空家等の売買等に係るも のであ

る場合には、 宅地建物取引業者等が支援法人の構成員や連携先と なっ ているこ と などが

考えら れます。 また、 相続や登記等の法務に関わる相談対応等である場合には、 弁護士

や司法書士をはじ めと し た専門士業の者が構成員や連携先と なっ ているこ と などが考え

ら れます。  

○当該市町村内で業務が円滑に行えるこ と  

※ 当該市町村外を活動範囲に含んでいても 構いません。  

○必要な組織・ 人員体制を 備えているこ と  

○個人情報を はじ めと する情報の取扱いに関する適切な措置がと ら れているこ と  

※ 法第 24 条各号の業務の実施にあたっ ては、個人情報を含む所有者等関連情報を取り 扱

う も のが多く あり ます。 また、 第３ 章で述べると おり 、 市町村から 法第 26 条第２ 項に基

づき 、 所有者等関連情報を提供するこ と も あり ます。  

市町村では、 支援法人の指定時に、 個人情報の保護に関する法律（ 平成 15 年法律第 57

号） に基づく 個人情報の適切な管理等を 行う こ と ができ る体制が確保さ れているかを審

査し たり 、 その取扱いについての誓約を求めるこ と が考えら れます。  

 

【 法人の経理的基礎】  

○必要な経費等を賄い、 持続的に活動を 行う こ と ができ る経理的基礎を有し ているこ と  

 

なお、 申請者である法人が全国規模や都道府県単位の法人である場合には、 指定は法人格

単位で行う こ と になり ますが、 その審査にあたっ ては、 指定を行う 市町村内において当該法

人が適正かつ確実に業務を 行う こ と ができ るか等を 確認するこ と が必要です。  

例えば、 当該法人が市町村単位の地域支部を 有し ている場合には、 当該地域支部における



      

6 
 

業務の計画や責任者を含む体制を 審査するこ と が考えら れます。 一方、 法人の経理的基礎に

ついては、 法人格単位で確認するこ と も 考えら れます。  

 

こ のほか、 市町村は、 ②の申請書類等に基づいて、 指定を 受けよう と する法人が業務を 適

正かつ確実に行えるかどう かを審査し ますが、 申請内容に不十分な点等があっ た場合には、

直ちに申請を却下するのではなく 、 申請者に対し て、 必要な報告を 求める等申請書類の補正

等を 促すよう にすべき と 考えら れます。  

 

④ 支援法人の指定 

市町村長は、 支援法人を指定し たと き は、 以下の事項を公示するこ と と さ れています。【 法

第 23 条第２ 項】  

ア 支援法人の名称又は商号 

イ  支援法人の住所 

ウ 事務所又は営業所の所在地 

公示方法は、 市町村が独自に決めるこ と ができ ます。 例えば、 公報やウェ ブサイ ト への掲

載により 幅広く 地域住民等に周知を図るこ と 等が考えら れます。  

 

⑤ 支援法人による関連事項の変更 

支援法人が④のア、 イ 又はウを変更すると き は、 あら かじ め、 市町村長に届け出る必要が

あり 、市町村長はその届出があっ たと き は、同じ く 公示するこ と と さ れています。【 法第 23 条

第３ 項及び第４ 項】  

支援法人がこ れら の変更をし たにも かかわら ず市町村長に届出をし ていないと 考えら れる

と き は、 必要な届出を するよう 支援法人に求めるこ と が必要です。  

 

⑥ 支援法人の監督等  

市町村長は、 必要に応じ て、 支援法人に対し 、 業務の報告をさ せる こ と ができ ます。【 法第

25 条第１ 項】  

また、 市町村長は、 支援法人が、 必要な業務を適正かつ確実に実施し ていないと 認める と

き は、 業務改善命令を出すこ と ができ ます。 命令に違反し た場合には、 支援法人の指定を 取

り 消すこ と ができ ます。【 法第 25 条第２ 項及び第３ 項】  

 

市町村では、 毎事業年度の開始前に、 その事業年度の事業計画書等の提出を求めると と も

に、 当該事業年度終了後、 遅滞なく その年度の事業報告書等の提出を求め、 支援法人の業務

状況等を確認するこ と が考えら れます。  

また、 支援法人が適切に個人情報の管理等を 行っ ているか確認するため、 定期的にその状

況についても 報告を求めるこ と が適切です。 個人情報の管理等が不適切であるこ と （ ※） が

判明し た場合には、 命令を 行う こ と 等も 検討し ます。  

※ 例えば、 個人情報の不適切な取扱いと し て、 支援法人が業務を 遂行する中で取得し た所
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有者等関連情報について、 所有者等の同意を 得るこ と なく 、 当該業務の目的外で使用し て

いる場合や、 支援法人の外部に提供し ている場合等が考えら れます。  

 

第３ 章 情報の提供等 

 

（ １ ） 支援法人への所有者等関連情報の提供 

市町村長は、 支援法人から その業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があると し て

求めがあっ たと き は、 当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、 所有者等関連情報を支援

法人に提供するこ と と さ れています。【 法第 26 条第 2 項】  

その提供は、「 所有者等を知る必要がある」 と き の「 所有者等に関する情報（ 所有者等関連情

報）」 に係るも のに限ら れます。 所有者等関連情報と し ては、 空家等の所有者等の氏名・ 名称、

住所及び連絡先が基本です。 また、「 世帯構成」 や「 親族の連絡先」 に係る情報は、 所有者等関

連情報には当たり ません。  

なお、 こ の規定は、 支援法人が自ら 不動産登記簿情報等により 所有者等を探索し ても なお当

該所有者等が分から ない場合に、 支援法人が市町村に対し て情報提供の求めを行う こ と を想定

し たも のです。 そのため、 支援法人から の情報提供の求めにあたり 、 当該法人が行っ た不動産

登記簿情報等による所有者等の探索の結果を示し ても ら う こ と が考えら れます。 また、 支援法

人から 情報提供の求めがあっ た時点で市町村の空家等施策担当部局において所有者等が判明し

ていない場合には、 個別の事案の内容を踏まえ、 でき る限り その所有者等の探索を行う こ と が

望まし く 、 少なく と も 、 当該市町村内で把握し ている固定資産課税台帳に記載さ れた情報の照

会を 税務部局に対し て行う こ と 等が適切です。  

  

（ ２ ） 所有者等の同意の取得 

法第 26 条第 2 項に基づき 支援法人に対し て所有者等関連情報を提供する際、市町村長はあら

かじ め所有者等の同意を得る 必要があり ます。【 法第 26 条第 3 項】  

こ の同意は、 その所在が判明し ている者に対し て求めれば足り ると さ れています。【 法第 26

条第 4 項】 こ の規定は、 支援法人から 所有者等関連情報の提供の求めがあっ た場合、 所在が判

明し ていない者についても 市町村が探索し 、 同意を 得にいく 必要はないこ と を明ら かにし たも

のです。 所在が判明し ていない者についての所有者等関連情報については、 本人の同意が得ら

れないため、 市町村から 支援法人に提供するこ と はでき ません。  

また、 探索の対象と なっ ている空家等が複数名の共有・ 相続人多数などの状態であるこ と が

判明し ている場合、 所在が判明し ている所有者等について同意を得た上で、 同意を得るこ と が

でき た当該所有者等に関する 所有者関連情報を 支援法人に提供するこ と と なり ます。  

所有者等の同意を取得する手続等の詳細については「 空き 家所有者情報の外部提供に関する

ガイ ド ラ イ ン」（ 平成 30 年 6 月国土交通省住宅局作成） も ご参照く ださ い。  

 

（ ３ ） 支援法人への所有者等関連情報の提供の流れ 

（ １ ） 及び（ ２ ） を 踏まえると 、 支援法人への所有者等関連情報の提供は、 基本的には、 以下
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のよ う な流れで行われるこ と になり ます。 本手引き の末尾に、 各手続において参考と なる様式

例を 掲載し ています。  

 

①支援法人は、 当該法人を指定し た市町村長に対し 、 その業務の遂行のため空家等の所有者等

を知る必要があると し て、 所有者等の探索に必要な限度で、 所有者等関連情報を 請求する 。

【 参考様式１ 】  

②市町村長は、 支援法人に対し 所有者等関連情報を 提供すると き は、 あら かじ め、 当該情報を

提供するこ と について本人の同意を得る。【 参考様式２ 及び３ 】  

③市町村長は、 本人の同意が得ら れた場合は、 所有者等関連情報を 支援法人に提供する。【 参考

様式４ 】  

④同意が得ら れなかっ た場合（ 所有者等の所在が判明し ていない場合を 含む。） は、 情報の提供

ができないこ と を通知する。【 参考様式５ 】  

 

（ ４ ） 所有者等関連情報の取扱いに関するその他留意点 

① 市町村が所有者等の探索を 支援法人に委託する際の所有者等関連情報の取扱い 

法第 24 条第３ 号に基づき 、 市町村は、 支援法人に対し て所有者等の探索を 委託するこ と が

でき ますが、 その探索の結果、 支援法人が所有者等関連情報を取得するこ と になり ます。 当

該所有者等関連情報は、 市町村の委託に基づく 所有者等の探索のために取得し たも のである

ため、 当該委託業務の目的外に使用さ れるこ と がないよう 、 また、 委託業務の終了時には適

切に廃棄等する よう 、 指定書や事務取扱要綱等においてその取扱いを明記するこ と が重要で

す。  

 

② 支援法人が会員の事業者等へ所有者等関連情報を提供する際の取扱い 

支援法人がその会員の事業者等へ所有者等関連情報を 提供し て、 当該事業者等において空

家等の活用や管理を行う こ と があり ます。 こ の場合も 、 支援法人が所有者等の本人から 、 同

意を 取得するこ と が必要です。 こ の場合の同意は、 必ずし も 個別の民間事業者名である必要

はないと 考えら れますが、 少なく と も 、 例えば「 ○○協会△△支部及び所属事業者」 のよ う

に、 提供先と なり 得る者の範囲が明確になるよう 記載する必要があると 考えら れます。  

なお、 市町村が、 法第 26 条第２ 項に基づき 支援法人に対し て所有者等関連情報を提供する

場合であっ て、 支援法人がその会員事業者等へさ ら に同情報を提供するこ と が分かっ ている

と き は、 市町村が、 同条第３ 項に基づき 、 上記と 同様に最終的な情報提供先を明ら かにし た

上で、 所有者等の同意を取得するこ と も 考えら れます。  
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（ 参考） ○○市空家等管理活用支援法人の指定等に関する 事務取扱要綱（ 例）  

 

○○市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（ 例）  

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の要綱は、空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号。以下「 法」

と いう 。） 第 23 条第１ 項の規定に基づく 空家等管理活用支援法人（ 以下「 支援法人」 と いう 。）

の指定等に関し 、 必要な事項を定めるも のと する。  

 

（ 指定の申請）  

第２ 条 法第 23 条第１ 項の規定による支援法人の指定を 受けよう と する者（ 以下「 申請者」 と い

う 。） は、 空家等管理活用支援法人申請書（ 様式第１ 号） を市長に提出するも のと する。  

２  前項の申請書には、 次の各号に掲げる書類を添付する も のと する。  

一 定款 

二 登記事項証明書 

三 役員の氏名、 住所及び略歴を記載し た書面 

四 法人の組織及び沿革を記載し た書面並びに事務分担を記載し た書面 

五 前事業年度の事業報告書、 収支決算書及び貸借対照表 

六 当該事業年度の事業計画書及び収支予算書 

七 こ れまでの空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載し た書面 

八 法第 24 条各号に規定する 業務に関する計画書 

九 前各号に掲げるも ののほか、 支援法人の業務に関し 参考と なる書類 

 

（ 支援法人の指定）  

第３ 条 市長は、 前条第１ 項の規定による申請書の提出があっ た場合において、 申請内容が次の

各号のいずれにも 該当すると 認めると きは、 法第 23 条第１ 項の規定により 、 当該申請者を 支援

法人と し て指定するも のと する。  

一 申請者が、 特定非営利活動促進法（ 平成 10 年法律第７ 号） 第２ 条第２ 項に規定する特定非

営利活動法人、 一般社団法人若し く は一般財団法人又は空家等の管理若し く は活用を図る 活

動を 行う こ と を目的と する会社であるこ と 。  

二 第８ 条の規定により 、 指定を 取り 消さ れ、 その取消し の日から ○年を経過し ない者でない

こ と 。  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第２ 条第６ 号に

規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなく なっ た日から ○年を経過し ない者（ 以

下「 暴力団員等」 と いう 。） がその事業活動を支配するも のでないこ と 。  

四 役員のう ちに次のいずれかに該当する者がないこ と 。  

イ  未成年者 

ロ 破産手続開始の決定を 受けて復権を 得ない者 
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ハ 禁錮以上の刑に処せら れ、 その刑の執行を終わり 、 又は刑の執行を 受けるこ と がなく な

っ た日から ○年を経過し ない者 

ニ 心身の故障により 業務を適正に遂行するこ と ができ ない者 

ホ 暴力団員等 

五 申請者が支援法人と し て行おう と する業務の方法が、 法第 24 条各号に規定する業務と し

て適切なも のであるこ と 。  

六 申請者が、 必要な人員の配置、 個人情報の保護その他業務を適正かつ確実に遂行するため

に必要な措置を講じ ているこ と 。  

七 申請者が、 業務を 的確かつ円滑に遂行するために必要な経理的基礎を有するこ と 。  

２  前項の指定の有効期間は、 当該指定の日から 起算し て○年と する。  

３  市長は、 申請者を支援法人と し て指定し た場合は、 空家等管理活用支援法人指定書（ 様式第

２ 号） により 当該申請者に通知するも のと する。  

 

（ 名称等の変更）  

第４ 条 法第 23 条第３ 項の規定による変更の届出は、 名称等変更届出書（ 様式第３ 号） により 行

う も のと する。  

２  支援法人は、 その業務の内容を変更し よう と すると き は、 あら かじ め業務変更届出書（ 様式第

４ 号） を 市長に提出するも のと する。  

 

（ 業務の廃止）  

第５ 条 支援法人は、 その業務を 廃止し たと き は、 直ちに業務廃止届出書（ 様式第５ 号） によ り

市長に届け出るも のと する。  

２  市長は、 前項の規定による業務の廃止の届出を受けたと きは、 法第 23 条第１ 項の規定によ る

指定を取り 消すと と も に、 遅滞なく 、 当該支援法人の名称又は商号、 住所、 事務所又は営業所

の所在地及び業務の廃止の届出を受けた年月日を公示するも のと する。  

 

（ 事業の報告）  

第６ 条 支援法人は、 事業年度開始前、 その事業年度の事業計画書及び収支予算書を市長に提出

する も のと する。  

２  支援法人は、 事業年度終了後、 遅滞なく その事業年度の事業報告書、 収支決算書及び貸借対照

表を 市長に提出するも のと する。  

 

( 改善命令)  

第７ 条 市長は、 法第 25 条第２ 項の規定により 、 支援法人が業務を 適正かつ確実に実施し ていな

いと 認めると き は、 支援法人に対し 、 その業務の運営の改善に関し 必要な措置を 講ずべき こ と

を命ずるこ と ができる。  

 

( 指定の取消し )  
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第８ 条 市長は、 法第 25 条第３ 項の規定により 、 支援法人が法第 25 条第２ 項の規定による命令に

違反し たと き のほか、 第３ 条第１ 項第１ 号、 第３ 号若し く は第４ 号に掲げる要件に該当し ない

こ と と なっ たと き 又は不正な手段により 指定を 受けたと き は、 第３ 条の規定による指定を取り

消すこ と ができ る。  

２  市長は、 前項の規定により 指定の取消し を行う 場合は、 指定取消書（ 様式第６ 号） により 当

該支援法人に通知するも のと する。  

 

（ その他）  

第９ 条 こ の要綱に定めるも ののほか、 必要な事項は、 別に定める。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和○年○月○日から 施行する。  

 

 

 

こ の要綱（ 例） は 、 一般的な記載例と し て掲載し ているも のです。  

適宜修正のう え御活用く ださ い。  
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様式第１ 号（ 第２ 条関係）  

 

空家等管理活用支援法人指定申請書 

 

 

年  月  日 

 

（ 宛先） ○○市長 

 

法人の住所 

 

法人の名称又は商号 

 

代表者氏名 

 

事務所又は営業所の所在地 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号。 以下「 法」 と いう 。） 第 23 条

第１ 項の規定による空家等管理活用支援法人の指定を 受けたいので、 下記の書類を 添え、 申請し

ます。  

 

記 

 

１  定款 

２  登記事項証明書 

３  役員の氏名、 住所及び略歴を記載し た書面 

４  法人の組織及び沿革を記載し た書面並びに事務分担を 記載し た書面 

５  前事業年度の事業報告書、 収支決算書及び貸借対照表 

６  当該事業年度の事業計画書及び収支予算書 

７  こ れまでの空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載し た書面 

８  法第 24 条各号に規定する業務に関する計画書 

９  その他業務に関し 参考と なる書類 

 

以 上 
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様式第２ 号（ 第３ 条関係）  

 

空家等管理活用支援法人指定書 

 

 

○○市第  号 

年  月  日 

 

法人の住所 

法人の名称又は商号            様 

 

○○市長 

 

 

年  月  日付の申請については、 審査の結果適正であるので、 下記のと おり 空家等対

策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号） 第 23 条第１ 項の規定による空家等管理

活用支援法人と し て指定し ます。  

 

記 

 

１  法人の名称又は商号：  

 

２  法人の住所：  

 

３  事務所又は営業所の所在地：  

 

４  業務内容：  

 

５  指定の期間：  

 

６  指定にあたっ ての要件その他の事項：  

以上 
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様式第３ 号（ 第４ 条関係）  

 

名称等変更届出書 

 

 

年  月  日 

 

（ 宛先） ○○市長 

 

 

空家等管理活用支援法人の名称又は商号 

 

代表者氏名 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号） 第 23 条第３ 項の規定により

届け出ます。  

 

変更予定年月日   年  月  日 

変更する事項 □法人の名称又は商号 

□法人の住所 

□法人の事務所又は営業所の所在地 

 

 

変更の内容 

 

変更前 

 

 

変更後 

 

 

 

 

変更の理由 

 

※該当する□にレ印を記入し てく ださ い。  
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様式第４ 号（ 第４ 条関係）  

 

業務変更届出書 

 

 

年  月  日 

 

（ 宛先） ○○市長 

 

 

空家等管理活用支援法人の名称又は商号 

 

代表者氏名 

 

 

○○市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱第４ 条第２ 項の規定により 届け

出ます。  

 

変更予定年月日   年  月  日 

 

 

変更の内容 

 

変更前 

 

 

変更後 

 

 

 

 

 

変更の理由 
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様式第５ 号（ 第５ 条関係）  

 

業務廃止届出書 

 

 

年  月  日 

 

（ 宛先） ○○市長 

 

 

空家等管理活用支援法人の名称又は商号 

 

代表者氏名 

 

 

空家等管理活用支援法人の業務を 廃止し たので、 ○○市空家等管理活用支援法人の指定等に関

する事務取扱要綱第５ 条第１ 項の規定により 届け出ます。  

 

廃止年月日   年  月  日 

 

 

 

 

廃止の理由 
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様式第６ 号（ 第８ 条関係）  

 

指定取消書 

 

 

○○市第  号 

年  月  日 

 

空家等管理活用支援法人の名称又は商号 

代表者氏名         様 

 

○○市長 

 

 

○○市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱第８ 条の規定により 、 空家等管

理活用支援法人の指定を取消し ます。  

 

指定取消年月日   年  月  日 

 

 

 

 

指定取消の理由 
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参考様式１  空家等の所有者等関連情報提供請求書 

 

空家等の所有者等関連情報提供請求書 

 

令和○年○月○日 

 

○○市長 殿 

 

住    所 ○○県○○市○町○丁目○番○号 

氏名又は名称 特定非営利活動法人○○ 

理事長 ○○ ○○  

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号。 以下「 法」 と いう 。） 第

26 条第２ 項の規定に基づき、 下記１ の対象空家等の所有者等関連情報の提供を下記のと おり

求めます。  

 

記 

 

１ ． 対象空家等の所在及び地番又は家屋番号 

（ 土地）  

所在 ○○県○○市○○町○丁目 

地番 ○番○ 

（ 建物）  

所在 ○○県○○市○○町○丁目○○番地○○ 

家屋番号 ○番○ 

 

２ ． 業務の種類及び内容 

業務の種類 法第 24 条第○号に基づく 業務 

業務の内容 １ の空家等を購入し 、 宿泊施設に改修する意向のある者がおり 、 当法人に

おいて所有者等への紹介や相談対応を行う 予定である。 改修予定の宿泊施

設は、 当該地域における観光需要の受け皿と し て、 地域の活性化に資する

も のである。  

 

３ ． 空家等の所有者等関連情報の提供を求める理由 

対象空家等の登記事項証明書を取得し たと こ ろ、 所有権の登記名義人と し て○○ ○○

及びその住所が記載さ れていた。 そこ で、 当該住所に宛てて所有者であるか否かを確認す

る旨の書面の送付を行っ たと こ ろ 、「 あて所に尋ねあたり ません」 と し て返送さ れてき た。 
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そのため、 貴市において空家等の所有者等と し て記録さ れている者の氏名又は名称、 住

所及び連絡先を取得する必要がある。  

 

４ ． その他空家等の所有者等関連情報の提供について必要な事項 

( 1)  個人情報の安全管理のための措置の概要 

① 基本方針の策定 

個人データ の適正な取扱いの確保について組織と し て取り 組むために、「 関係法令・

ガイ ド ラ イ ン等の遵守」、「 安全管理措置に関する事項」、「 質問及び苦情処理の窓口」 に

ついて定めた基本方針を策定し ている。  

② 個人データ の取扱いに係る規律の整備 

個人データ の取得、 利用、 保存、 提供、 削除・ 廃棄等の段階ごと に、 取扱方法、 責任

者・ 担当者及びその任務等について定める取扱規程を策定し ている。  

③ 組織的安全管理措置 

個人データ の取扱いに関する責任者の設置及び責任の明確化、 個人データ を 取り 扱

う 従業者及びその取り 扱う 個人データ の範囲の明確化など、 組織体制の整備を 行っ て

いる。また、法令、①の基本方針又は②の取扱規程に違反し ている事実又は兆候を把握

し た場合や個人データ の漏えい等の事案の発生又は兆候を把握し た場合の責任者への

報告連絡体制を整備し ている。  

④ 人的安全管理措置 

年１ 回、 役職員に対し 個人データ の取扱いに関する研修を実施し ている。  

⑤ 物理的安全管理措置 

盗難等防止のための措置と し て、 個人データ を取り 扱う 機器や個人データ が記載さ

れた書類を施錠でき る書庫に保管し ている。 個人データ が記録さ れた電子媒体又は書

類等を持ち運ぶ場合、 電子媒体にあっ てはパスワード による保護を行っ た上で、 施錠

でき る搬送容器を利用し ている。情報システムにおいて、個人データ を削除する場合、

容易に復元でき ない手段を 採用し ている。 個人データ が記録さ れた機器、 電子媒体等

を廃棄する場合、 専用のデータ 削除ソ フ ト ウェ アを 使用し ている。 個人データ が記載

さ れた書類等を廃棄する際には、 シュ レッ ダー処理を行っ ている。  

⑥ 技術的安全管理措置 

個人データ を取り 扱う 情報システムを使用する従業者が正当なアク セス権を 有する

者であるこ と をユーザーI D 及びパスワード によっ て識別・ 認証し ている。  

個人データ を取り 扱う 情報システムを外部から の不正アク セス又は不正ソ フ ト ウェ

アから 保護するため、 セキュ リ ティ 対策ソ フ ト ウェ アを導入すると と も に、 自動更新

機能を活用し 、 ソ フ ト ウェ ア等を最新状態と する。  

情報システムの使用に伴う 漏えい等を防止するため、 情報システムの設計時に安全

性を確保し 、 継続的に見直す。 また、 移送する個人データ について、 パスワード 等によ

る保護を行う 。  
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( 2)  誓約事項 

次の３ 点について誓約し ます。  

① 取得し た空家等の所有者等関連情報を本業務の実施以外の目的で利用し ないこ と 。  

② 取得し た空家等の所有者等関連情報について、 所有者等本人の同意を得た場合を 除

き、 第三者に提供し ないこ と 。  

③ 本業務を実施し ないこ と になっ た場合には、 取得し た空家等の所有者等関連情報を

適切に廃棄するこ と 。  
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参考様式２  情報提供の同意依頼書 

 

空家等の所有者等関連情報の提供について 

 

令和○年○月○日 

 

○○ ○○ 殿 

 

○○市長 ○○ ○○ 

 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号。 以下「 法」 と いう 。） 第

26 条第２ 項の規定に基づき、 下記２ の法第 23 条第１ 項に規定する空家等管理活用支援法人

から 、 その業務の実施のため、 下記３ の土地について下記４ の業務を行う ために空家等の所

有者等を知る必要があると し て、 空家等の所有者等関連情報の提供の求めがあり まし た。 つ

き まし ては、 ○○（ 固定資産課税台帳、 住民基本台帳又は戸籍等） に記録さ れている下記１

の空家等の所有者等関連情報を、 下記２ の者に提供するこ と について同意いただけるかどう

か、 令和○年○月○日までに、 同封の確認書にて、 御回答をお願いいたし ます。  

 

記 

 

１ ． 提供の対象と なる空家等の所有者等関連情報   

氏名 ○○ ○○ 

住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

連絡先 ○○○－○○○－○○○○ 

 

２ ． 空家等管理活用支援法人 

名称 特定非営利活動法人○○ 

住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

注： 空家等管理活用支援法人が一般社団法人等である と き は、 空家等の所有者等関連情報

の提供先と し て、「 ○○法人及びその所属事業者」 と 明記する こ と も 考えら れる 。  

 

３ ． 対象空家等の所在及び地番又は家屋番号 

（ 土地）  

所在 ○県○○市○○町○丁目 

地番 ○番○ 

（ 建物）  

所在 ○県○○市○○町○丁目○○番地○○ 

家屋番号 ○番○ 
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４ ． 業務の種類及び内容 

業務の種類 法第 24 条第○号に基づく 業務 

業務の内容 １ の空家等を購入し 、 宿泊施設に改修する意向のある者がおり 、 当法人に

おいて所有者等への紹介や相談対応を行う 予定である。 改修予定の宿泊施

設は、 当該地域における観光需要の受け皿と し て、 地域の活性化に資する

も のである。  

 

【 留意事項】  

○ 同意いただけなかっ た場合や回答いただけなかっ た場合、 上記１ の空家等の所有者等関

連情報が提供さ れるこ と はあり ません。  

 

○ 上記２ の者は、上記１ の情報の提供の請求に当たり 、以下の点について誓約し ています。  

① 取得し た空家等の所有者等関連情報を本業務の実施の準備以外の目的で利用し ないこ

と 。  

② 取得し た空家等の所有者等関連情報について、所有者等本人の同意を得た場合を除き、

第三者に提供し ないこ と 。  

③ 本業務を実施し ないこ と になっ た場合には、 取得し た空家等の所有者等関連情報を適

切に廃棄するこ と 。  

 

（ 送付先・ お問合せ先）  

○○市 ○○部 ○○課 担当： ○○ 

住所 ○○市○○町○丁目○番○号 

電話 ○○○－○○○－○○○○  
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参考様式３  空家等の所有者等の同意書 

 

空家等の所有者等関連情報の提供についての確認書 

 

令和○年○月○日 

 

○○市長 殿 

 

○○ ○○ 

 

 令和○年○月○日付けでお尋ねのあっ た空家等の所有者等関連情報を提供するこ と につい

て、  

 

□ 同意し ます。  

※下記１ の所有者等関連情報の一部に提供するこ と に同意し ないも のがある場合は、 当該提供するこ と に

同意し ない情報が何か分かるよう 、 以下に記載をお願いし ます。  

下記１ の所有者等関連情報のう ち、 提供するこ と に同意し ないも の：（               ）  

□ 同意し ません。  

 

 

記 

 

１ ． 提供さ れる空家等の所有者等関連情報 

氏名 ○○ ○○ 

住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

連絡先 ○○○－○○○－○○○○ 

 

２ ． 情報提供を受ける者 

名称 特定非営利活動法人○○ 

住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

 

 

※囲み内だけご記入く ださ い。  

 

注： 囲み内以外の「 ○○（ 空欄）」 の箇所は、 市町村により 予め記入し た上で、 参考様式２ を

同封し て送付する こ と が考えら れる 。  

注： 情報提供を 受ける 者が一般社団法人等である と き は、 例えば「 ○○法人及びその所属事

業者」 と 記載する こ と も 考えら れる 。   
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参考様式４  情報提供書 

 

空家等の所有者等関連情報提供書 

 

令和○年○月○日 

 

氏名又は名称 特定非営利活動法人○○ 

理事長 ○○ ○○ 殿 

 

○○市長 ○○ ○○ 

 

 

令和○年○月○日付で求めのあっ た空家等の所有者等関連情報について、 空家等対策の推

進に関する特別措置法（ 平成 26 年法律第 127 号） 第 26 条第２ 項の規定に基づき、 下記のと

おり 提供し ます。  

 

記 

 

対象空家等の所

在及び地番又は

家屋番号 

土地 
所在： ○県○○市○○町○丁目 

地番： ○番○ 

建物 
所在： ○県○○市○○町○丁目○○番地○○ 

地番： ○番○ 

空家等所有者等

関連情報 

氏名又は名称 ○○ ○○ 

住所 ○県○○市○○町○丁目○番○ 

連絡先 ○○○－○○○－○○○○ 

 

 

注： 土地・ 建物の所有者が異なる場合や、 所有者が複数人いる 場合（ 共有である 場合） には、

適宜欄を 追加する などし て様式を 活用。  
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参考様式５  空家等の所有者等関連情報を提供できないこ と の通知書 

 

空家等の所有者等関連情報を提供できないこ と の通知書 

 

令和○年○月○日 

 

氏名又は名称 特定非営利活動法人○○ 

理事長 ○○ ○○ 殿 

 

○○市長 ○○ ○○ 

 

 令和○年○月○日付で求めのあっ た下記１ の空家等に係る所有者等関連情報について、 下

記２ の理由により 提供するこ と ができないため、 通知し ます。  

 

記 

 

１ ． 対象空家等の所在及び地番又は家屋番号 

（ 土地）  

所在 ○○県○○市○○町○丁目 

地番 ○番○ 

（ 建物）  

所在 ○○県○○市○○町○丁目○○番地○○ 

家屋番号 ○番○ 

 

２ ． 空家等の所有者等関連情報を提供するこ と ができ ない理由 

（ 例１ ） 空家等の所有者等関連情報を 提供する こ と について、 本人から 同意し ない旨の回答が

あっ たため。  

（ 例２ ） 空家等所有者等関連情報を 提供する こ と について、 本人の同意を 取得し よ う と し

たが、（ 情報提供同意取得書は本人に届いたが期日までに回答がなかっ た ／情報

提供同意取得書が宛先不明で返送さ れたため本人に届かなかっ た） ため。  

（ 例３ ） 対象空家等は固定資産課税台帳に記録さ れておら ず、 求めがあっ た空家等の所有

者等関連情報を 保有し ていないため。  

（ 例４ ） 実施し よ う と する 業務が空家等管理活用支援法人と し ての業務に該当せず（ 空家

等管理活用支援法人と し ての業務のために必要と は言えず）、空家等所有者等関連

情報の提供の請求と 認めら れないため。  

 

注： 行政不服審査法上の取扱いにも 留意する こ と 。   


